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第２章 まちづくり会社等による空き店舗等対策の事例の収集及び分析 

 

中心市街地で発生する小規模な空き店舗・空き住居等の活性化対策の事例を収集し、それらの

事業環境や、行政や業界団体等からのサポートの有無、さらには資金調達手法、成功するために

工夫している点や商店や住民の住み替えの促進方策等に関する情報収集を行った上で、事業成立

の要件について、整理分析する。 

 

１．ヒアリング対象事例の抽出 

アンケート結果を踏まえヒアリング対象事例を抽出する。 

アンケート結果（1-21 頁参照）では、大分類の「空き店舗等の活用」、「商店街の賑わい再生」、

「観光客への対応」と「その他」で取り組み事例が報告されている。その中でも「ポイントカ

ード事業」、「観光ボランティアガイド等の運営」、「地域ブランドの開発」など、ソフト事業に

特化した取り組みが多くなっているが、今回のヒアリング調査で対象とする取り組みは、あま

りソフト事業に特化しない取り組みを対象とするという視点で抽出する。 

「空き店舗等の活用」においては、犬山まちづくり株式会社のサブリース事業を抽出する。 

「商店街の賑わい再生」においては、株式会社古川まちづくりと徳山商店連合協同組合にお

ける駐車場の管理運営事業を抽出する。その他あるいは「観光への対応」の類型に分類（分類

は、アンケートを回答した市町村担当者が実施している）されているものの取り組み内容を読

み込むと空き店舗活用を実施している多治見まちづくり株式会社、空いているレンガ倉庫を活

用している NPO 法人深谷まちづくり工房、空き店舗対策を行っている中心市街地の活性化を促

進する不動産業者の会の計６地区を対象とする。 

 

ヒアリングを実施する事例及び取組内容は、以下の通りである。 

  

 表 2.1.1 ヒアリング対象まちづくり会社等一覧 

まちづくり会社等 所在地 取り組み内容 

株式会社まちづくり古川 宮城県大崎市 「駐車場の一元管理」 

徳山商店連合協同組合 山口県周南市 「駐車場の管理・運営」 

NPO 法人深谷まちづくり工房 埼玉県深谷市 「空き店舗活用」 

多治見まちづくり株式会社 岐阜県多治見市 「空き店舗活用」 

中心市街地活性化を促進する不

動産業者の会 
山口県岩国市 「空き店舗対策」 

※株式会社まちあい徳山 山口県周南市 「空き店舗対策」 

※一般社団法人まち遺し深谷 埼玉県深谷市 「不動産の所有と利用の分離（サブリース事業）」 

犬山まちづくり株式会社 愛知県犬山市 「不動産の所有と利用の分離（サブリース事業）」 

※は、ヒアリング過程で把握した事例 
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２．ヒアリングの実施 

上記まちづくり会社等へのヒアリングにより、実施事業の事業環境、行政等のサポート状況、

資金調達方法、運営組織、成功のための工夫、空き家・空き地解消の状況、取組の効果（空き

店舗の解消、通行者数の増加、店舗の売り上げの上昇等）を把握した上で、事業の成立要件を

とりまとめる。また、事業実施上の課題を整理する。 

また、ホームページ等から組織の概要等の情報について整理を行う。 

 

３．ヒアリング結果 

ヒアリングを実施した取り組みの概要（パワーポイント様式）の整理を行った上で、組織の

概要とヒアリング結果についてとりまとめる。 

なお、取り組みの概要については、表 2.1.1 でとりまとめた「取り組み内容」毎の順序で整

理している。組織の概要とヒアリング結果に関しては、ヒアリングの過程で把握された取り組

み（「一般社団法人 まち遺し深谷」及び「株式会社まちあい徳山」）もあるため、北から順（市

町村コード順）に整理している。 
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Ⅰ．駐車場を活用した活性化事例①
【共通駐車券による中心市街地における大規模駐車空間の提供】

～（株）まちづくり古川（宮城県大崎市）の取り組み
（http://www.xpress.ne.jp/~tmo/）

－取り組みの経緯－

 平成9年～14年頃、郊外に大型商業施設の立地が相次ぐ（図中青字）。

 旧中心市街地活性化法に基づく中心市街地活性化基本計画が策定され、
その主要事業の1つとして中心市街地内の

駐車場の共同運営が位置付けられた。

 平成14年に共同駐車場の運営主体として
市（旧古川市）・商工会議所・商店街で出資
し第三セクターである「株式会社まちづ
くり古川」が設立された。

図：郊外の大型商業施設の立地時期と中心
商店街の空き店舗率の推移
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－取り組みの概要－

 共通駐車券の活用による中心市街地内駐車場の実質大型化

•中心市街地には利用形態の異なる駐車場が10箇所(約500台)存在。

•共通駐車券の発行により、どこの商店街を利用しても、どこの駐車場
を利用しても利用者は、1時間100円の駐車券をサービスされる。

図：共通駐車券対象駐車場10箇所の配置状況
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－取り組みの概要－

 共通駐車券による収入の確保

・まちづくり会社が駐車場所有者から駐車券（1枚1時間100円分の
サービス券）を一括購入し、各商店街へ販売。

・駐車券1枚につき、5円が

まちづくり会社の収入。

年度 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

駐車券発行枚数 15,200 10,824 13,800 9,600

顧 

客 

1 時間分の無料券として使用 

1時間75円 1時間80円 1時間85円 1 時間無料

駐車券1枚につき

5円の収益 

各
商
店
街
振
興
組
合 

個 

店 

ま
ち
づ
く
り
会
社 

駐
車
場
所
有
者 

［（株）まちづくり古川の事業スキーム］
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－取り組みの工夫・効果－

 初期投資の軽減

•10箇所の駐車場の券売機が全て同一のメーカーであり、共通駐車券発行

のための改修費が軽減。

 まちづくり会社の収益確保

•まちづくり会社が駐車場所有者から駐車券を一括購入することにより、

商店街等への販売差益がまちづくり会社の収益となる。

 個店の経費削減

•個々に駐車場経営者から購入していた時期よりも駐車券を安く購入。

 歩行者交通量の減少抑制

•共通駐車券の取り組みにより減少

傾向であった歩行者交通量の推移が

横ばいに好転。

－課題等－

 震災被害による空き店舗の増加と建物

除去による新たな駐車場の存在が

共通駐車券事業を圧迫し始めている。
図：中心市街地歩行者交通量の推移
※共通駐車券導入は平成19年
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－取り組みの経緯－

 昭和50年代後半、旧徳山市中心市街地は、周辺地域で一番の繁華街
であり、広域からの集客に対応した駐車場不足が問題。

 昭和62年、中心市街地の6つの商店街で「徳山商店連合協同組合」を
設立し、国・県・市・民間の融資・補助・出資・自己資金により立体駐車
場（収用台数510台）を整備。

Ⅰ．駐車場を活用した活性化事例②
【先行投資による駐車場整備】

～徳山商店連合協同組合（山口県周南市）の取り組み
（http://pp510.jp/）

徳
山
商
店
連
合 

協
同
組
合 

土地購入 

立体駐車場整備

自己資金 

約 0.8 億円 

約32億円

土地 

立
体
駐
車
場 

運営費捻出 

駐車場収入による出資金等の返済 

旧通産省・高度化資金

約 18.5 億円 

山口県補助 

約 0.8 億円

旧徳山市補助 

約 8.1 億円

地元出資 

約 4億円 

［徳山商店連合協同組合の事業スキーム］
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－取り組みの工夫等－

 省力化による経費（人件費）の削減

・開場当初は、人海戦術で入

出庫管理を実施（当初の誘

導等職員15名）、その後

機械化・OA化を進め、3名に

集約化・24時間化。

－課題等－

 利用台数の減少

・中心市街地に立地

していた大型店撤退（ニチイ（平成11年）・ダイエー(平成13年)）し、
跡地が駐車場に転換し、利用台数は、ピーク時の1/3以下。

 中心市街地への来訪者が減少

・通行者数3割減 平成21年25,745人→平成23年17,961人。

 返済計画に支障

・旧通産省の高度化資金の返済期間を10年間延長

 

ピピ 510全景：現在は 24時間対応駐車場として営業している。 
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Ⅱ．空き店舗を活用した活性化事例①
【市民の手による歴史的建物の活用】

～NPO法人深谷にぎわい工房（埼玉県深谷市）の取り組み
（http://www.npo-fnk.org/index.html）

－取り組みの経緯－

 平成13年度に深谷市都市計画マスタープラン策定に向け100名
を超える市民委員による協議会設置され平成16年に成案が公
表された。また、マスタープランの今後を検証するために有志
がNPO設立（平成14年）。

 旧中山道沿いに明治期等に建てられたレンガ造りの歴史的建
物が残存。土地区画整理事業の進展により壊される可能性が
あるためそうした地域資源の利活用事業として『レンガ倉庫貸
出事業』を実施。

 
 

－取り組みの概要－

 使用料収入により家賃を
支払い運営。
・使用希望者がまちづくり
会社に申込み、使用料を
負担。

－取り組みの工夫・効果－

 初期投資の軽減

・改修・清掃をイベントとして、市民参加のボランティアで実施（平成16年度
都市再生モデル調査の一環として実施）。

 運営費の軽減

・レンガ倉庫の所有者もNPO法人メンバーで、廉価で借用。

－課題等－

 土地区画整理事業が予定通り進捗していくと地域内の歴史的建物の残
存が困難。

［NPO法人深谷にぎわい工房の事業のスキーム］

ま
ち
づ
く
り
会
社 

使
用
者 

レ
ン
ガ
倉
庫 

所
有
者 

ボランティアに

よる清掃・改修 

廉価提供 使用申込 

家賃 7500 円 

／月 時間貸し 

※料金Aは「非営利活動」、料金Bは営利活動。
特別料金は、企業等が撮影等を目的として利用する場合

貸出単位 午前（昼） 午後（昼） 夜間

時間帯 ９時－１２時 １２時－１７時 １７時－２１時

料金Ａ ５００円 ５００円 ５００円

料金Ｂ ３,０００円 ３,０００円 ３,０００円

特別料金 応相談（営利目的でも内容によっては特別料金を頂戴します。）
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④ 多治見まちづくり株式会社（岐阜県多治見市）～「空き店舗活用」－取り組みの経緯－

 旧中心市街地活性化法に基づく中心市街地活性化基本計画を平成11年
に策定。中心市街地の活性化に向けた民間と行政が一体となった取り組
みが求められ、それを担う組織として、平成13年設立（市、商工会議所、
地元金融機関等企業、商店街組合、商業者による出資）。

 主要事業として「ながせ商店街」

において空き店舗活用に取り組む。

Ⅱ．空き店舗を活用した活性化事例②
【インキュベーターとしての空き店舗活用】

～多治見まちづくり株式会社（岐阜県多治見市）の取り組み
（http://tajimi-tmo.co.jp/）

多治見まちづくり株式会社の事業エリア。

現在のこのうち主に「ながせ商店街」で活動。

市役所

駅前商店街

ながせ商店街

銀座商店街
小路商店街

広小路商店街

クラフトショップ 3 号館：まちづくり会社

の事務所機能も兼ねる

 
 

－取り組みの概要－

 クラフトショップ1号館は、地元でクラフト（手作りの手芸品・民芸
品）を製作している個人やグループに週単位でレンタル貸し。

 クラフトショップ2号館は、陶芸の店として月単位でレンタル貸し。

 出店者は、管理費として販売額の20%をまちづくり会社が納める。

→出店者のリスク軽減。

ま
ち
づ
く
り
会
社 

テ
ナ
ン
ト 

店
舗
所
有
者
等 

改修 

賃貸借契約 使用申込 

支

援 

支

援

週単位でレンタル

管理費 

（販売額の 20%）

月 3 万円 

改修費 

補助 

運営費 

補助 

行 政 

［多治見まちづくり株式会社の事業スキーム］

※現在は改修費補助制度は無い
運営費補助は、クラフトショップ1～3号館に対する3年間の補助
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－取り組みの工夫・効果－

 新規出店者の創出

・クラフトショップで販売のノウハウを学んだ人が、商店街に新
規立地（1店）。

－課題等－
 空き店舗の貸し手不足

・空き店舗を貸しても良いという所有者が皆無（新規店舗出店に関
する相談は多い）

・まちづくり会社が中間
の借り手となることで
空き店舗の所有者に
安心感を与え貸し手
を増やせるよう、平成
24年度からサブリース
事業に取り組む予定。

［多治見まちづくり株式会社が今後展開予定の事業スキーム］

ま
ち
づ
く
り
会
社 

入 

居 

者 

オ
ー
ナ
ー
様 

賃貸借契約 賃貸借契約

管理業務委託
出店しやすい 

環境づくり 

 
差額３万円／月 

一部回収、物件管理

テナント誘致 

家賃３万円／月 家賃６万円／月 

店を始めたい！ 

夢の実現 

 

家賃収入 

老朽化予防 

まちづくり会社へ物件の管理運営を委託する事例 

（活用例） 
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－取り組みの経緯－

 中心市街地の空き店舗の増加を踏まえ、活性化に向け、市も商店主
も積極的に取り組んでいる中で、不動産業者に何ができるか考え、
不動産業者が連携し、空き店舗対策を実施するために平成22年度に設
立（当初13業者、現在16業者）。

 当面3箇年の取り組み（平成25年3月まで）としており、来年度に、
それ以降の活動を継続するか否かを決定。

 

旧来最も賑わいのあった商店街の入口部分。

両側の店舗とも空き店舗となっている。 

Ⅲ．空き店舗対策による活性化事例①
【プロフェッショナルによる空き店舗対策】

～中心市街地活性化を促進する不動産業者の会
（山口県岩国市）の取り組み

（株式会社東洋地所内 TEL0827-24-2468 代表：西村栄時氏）

 
 

－取り組みの概要－

 新規出店者の初期費用の軽減

・不動産の紹介に関する仲介手数料の無料化。

・家主に対する家賃・敷金の減額交渉。

・空き店舗の旧業種と新規出店者の業種をマッチングさせることにより
改修費の軽減化。

 家主に対する働きかけ

・老朽化した建物の解体の

提案。

・新たな貸し手となるように

説得。

－取り組みの工夫・効果－
 空き店舗への新規出店

・2年間の取り組みで約20店が新規出店

テ
ナ
ン
ト 

賃貸借契約 

支援 

仲介手数料無料化 家賃・敷金の減額交渉

 
仲介手数料 

店
舗
所
有
者
等 

支援 

不
動
産
業
者
の
会 

［不動産業者の会の事業スキーム］
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－取り組みの経緯－

 商工会議所と商店街が中心となり、平成22年にまちづくり会社設立し、中心市
街地活性化に向けた活動を実施中。その中の一つとして「周南市中心市街
地活性化協議会」と連携した空き店舗への新規出店者の誘致・相談受付を
行う「まちなか出店サポートセンター」を開設中。

－取り組みの概要－

 周南市中心市街地活性化協議会

が行うテナントミックス事業として

改装費の1/2（上限100万円）を補

助。その受付窓口として物件情

報の発信・申請手続きの支援、

資金計画・事業計画の相談に応

ずる。

 立地希望業種と空き店舗の旧業

種のマッチングを図り、改装費を軽減。

Ⅲ．空き店舗対策による活性化事例②
【マスコミを活用した“PR”】

～株式会社まちあい徳山（山口県周南市）の取り組み
（http://www.machiai-tokuyama.com/index.html）

［株式会社まちあい徳山の事業スキーム］

テナントミックス事業予算

委託事業者・審査会 

予算母体 

周南市 

 
 

家賃借契約

周南市中心市街地活性化協議会 

 

  

地権者 

不動産会社 

 

㈱まちあい徳山 

出店希望者 

申請書提出 

意見書提出 

申請・事業計画指導 

採択・不採択連絡 
出店・申請

相談

出店情報紹介

物件情報紹介

補助金支払い

 
 

15

－取り組みの工夫・効果－

 マスコミ報道による取り組みの知名度向上

・成約した店舗のオープン時に記念プレート

を授与し、その様子をマスコミに報道しても

らい活動の地名度を高める。

 初年度（平成23年度）3件新規立地

・まちづくり会社への新規出店希望の問

い合わせ多数（38件）。
新規立地店舗（レストラン）と記念プレート
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③一般社団法人 まち遺し深谷（埼玉県深谷市）～「サブリース事業」

－取り組みの経緯－

 江戸時代から続いていた老舗の「七ッ梅酒造」が平成16年に廃業し
空き店舗となるが、歴史的な風

情が残されていることもあり

映画の撮影等に活用。

 別途空き店舗活用として旧銀

行跡の建物に入っていた「深

谷シネマ」が平成22年に「七ッ梅

酒造」に移転。

 これを契機とし、「七ッ梅酒造」

のサブリース事業を当面のミッ

ションとする「一般社団法人

まち遺し深谷」を平成23年に

設立。

Ⅳ．空き店舗のサブリース事業による活性化事例①
【歴史的建物を活用した賑わい空間の形成】

～一般社団法人 まち遺し深谷（埼玉県深谷市）の取り組み
（http://machinokoshifukaya.com/）

七ツ梅配置図

駐車場

深谷シネマ

赤レンガ倉庫

←本庄へ 中山道 熊谷へ→
入口

入口

東酒蔵

練尾煙突

中山道深谷宿本舗

北酒蔵

母屋

※立入禁止

※立入禁止

※立入禁止

※立入禁止

出典：一般社団法人 まち遺し深谷ＨＰ
http://machinokoshifukaya.com/haichi.html

 
 

－取り組みの概要－

 建物所有者から月25万円で借り受け25万円超で店子にリース。

・まちづくり会社の収益を抑え、店子の運営費軽減

 深谷シネマの他、活性化

サロン「一休」や物販・飲食等が既に出店。「まち遺し深谷」の事務所も
平成24年3月オープン。

 市・商工会議所は、イベント

の開催による使用料の負担

や賑わいづくりにより間接

的に支援。

ま
ち
づ
く
り
会
社 

テ
ナ
ン
ト 

店
舗
所
有
者
等 

行政・商工会議所 

賃貸借契約 賃貸借契約 

支

援

現状は、市・商工会

議所等の会場借り

上げ、イベント等に

係る会場使用料分

がまちづくり会社の

収益 

家賃 25 万円／月
家賃総額 25 万円超／月 

［出店条件］ 

○電気・上下水

道等の設備 

○景観の維持 

○会場借り上げ 

○イベント開催に

よる会場使用料 

［一般社団法人 まち遺し深谷の事業スキーム］

〈年契約を基本とする〉
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－取り組みの工夫・効果－

 出店時の初期投資の軽減

・出店時には大幅な改修はせず、店子に求めるのは清掃と最低限の設備
（電気・上下水）の設置に留め、入居時の費用を低減。

 NPOはボランティア的な側面が強いが一般社団法人としたことで、活動
の内容・結果に見合った報酬を得られる可能性があり、まち遺し深谷の
職員の活動のモチベーション向上につながる。

 街なかで、他の歴史的な建物でもサブリース事業の展開を構想中。

 
  



２-13 

－取り組みの経緯－

 かつて犬山市で最も賑わいのあった本町通り等が道路拡幅
（6m→16m）するに伴い沿道建物を整備し、街の活性化（夢京橋
キャッスルロード（彦根市）を目標）を目指し犬山まちづくり株式
会社を平成15年に設立。

 その後道路拡幅の必要性についての議論が起こり、平成17年度に
現在の幅員（6m）に都市計画決定を見直し。

 現道を活かした街の活

性化に向け、サブリー

ス事業に取り組む。

 現在弐番屋11号館まで

オープン。

 

左 犬山城 
右 犬山城の足下である本町通りにまちづく

り会社が弐番館を展開 

Ⅳ．空き店舗のサブリース事業による活性化事例②
【観光客を取り込んだ賑わい再生】

～犬山まちづくり株式会社（愛知県犬山市）の取り組み
（http://www.inuyama-tmo.com/）

 
 

－取り組みの概要－

 空き店舗対策として、空き店舗の所有者からまちづくり会社が借り
受け改修した上で新規事業希望の店子に貸出。

 所有者とは10年の契約（店子とは相手の事情に応じて契約年を設
定）。契約期間に家賃徴収の差額で改修費を回収するサブリース事
業。

ま
ち
づ
く
り
会
社 

テ
ナ
ン
ト 

店
舗
所
有
者
等 

外観改修 

賃貸借契約 賃貸借契約

管理業務委託
出店しやすい 

環境づくり 

支

援 

支

援

○外観改修は、市の補助を受けまちづくり会

社が実施（駐車場の管理運営による事業

収益等を充当） 

○店子から受領する家賃収入と店舗所有者

に支払う家賃の差額により外観改修等の

初期投資は概ね 5 年で回収 

家賃 10.5 万円／月
家賃７万円/月×4 店舗

内 装 

[空き店舗活用事業] 

・改装費補助 

(1/2 上限100万円） 

・家賃補助 

(1/2 上限年 50 万円 

1 年のみ) 

[都市景観形成 

助成事業] 

・外観改修工事費

補助 

（上限 500 万円） 行 政 
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21

－取り組みの工夫・効果－

 キャンペーンによる観光客増加

・平成19年から犬山市と名鉄がタイアップした観光キャンペーンを展
開。犬山城の来訪者数も急増。

 事業収入を改修費に充当

・改修費の原資は、犬山駅前の駐車場の管理運営（犬山市から土地は
無償貸与。年間1200万円程度の収入あり）で得られた収益を充当。

 空き店舗の減少

・平成15年頃は、ほとんどの店がシャッターを下ろしていたが、現在
シャッターが下りているのは３店舗のみ（そのうちの１店は弐番屋12号
館として平成24年度にオープン予定）。

－課題等－

 立地希望の店子は多い

が貸し手がいない。
左 1 号館：まちづくり会社と地域密着型の放送局が入っている

右 2 号館： 1階には飲食3店舗と物販1店舗、2階は和室でレンタルルームとなっている
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■株式会社まちづくり古川 

①組織の概要 

名称（商号） 株式会社まちづくり古川（古川ＴＭＯ） 

所在地 宮城県大崎市古川七日町 8番 42 号 

電話／ＦＡＸ 0229-24-0055／ 

電子メール scci_furu@wish.ocn.ne.jp 

代表者 松本 信輔 

資本金 1,000 万円、うち、大崎市 500 万円 

設立 平成 14 年 3 月 18 日 

事業内容 ・イベント・プロデュース事業 

・空き地・空き店舗管理事業 

・チャレンジショップ事業 

・駐車場案内システム構築事業 

・駐車場一元化事業 

・IC カード・バーチャルモール事業 

駐車場一元化事

業 

・事業の目的：買い物客が利用しやすい中心市街地の駐車場環境を整えるた

め、商店街内の駐車場利用料金を 100 円割り引く共通サービス券を発行。

・対象地区：三日町商店会 

・対象駐車場：中心市街地 10 箇所 

・開始日：平成 18 年 3 月 

 

・事業の仕組み： 

①共通 100 円割引サービス券を各商店街事務局並びに（株）醸室と（株）ア

クアライト台町事務局で販売。 

②加盟店は事前にサービス券を購入し、加盟駐車場利用者に対し配布。 

③加盟駐車場は、サービス券を添えて駐車場料金を TMO に請求。 

④本事業の収入は TMO の事業運営に生かす。 

・加盟のメリット： 

①加盟駐車場の全てが加盟店舗の特約駐車場になる。 

②加盟駐車場には、加盟店との契約や請求を個々にすることなく、TMO との

一括契約なので事務量が軽減される。 

③ホームページや利用ガイドなどを通じて加盟店と加盟駐車場が市民に PR

される。 

※出典：株式会社古川まちづくりＨＰ（http://www.xpress.ne.jp/~tmo/） 
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②ヒアリング結果 

対応者 株式会社まちづくり古川 田中事務局長、 

古川商工会議所地域振興部 晴佐久部長 

実施日 平成 24 年 2 月 17 日 

取組内容 「共通駐車券」 

背景 

・事業環境 

・行政等のサポ

ート 

 等 

［共通駐車券による駐車場の実質大型化］ 

・郊外に展開した大型商業施設に対抗するため、中心市街地においても商店

街を利用する顧客に提供できる駐車場が必要と考えた。 

・従来は、商店街毎に駐車場を借り駐車券を作って個店に配布していた。し

かし中心市街地には、利用形態の異なる駐車場が 10 箇所（約 500 台）あり、

商店街・個店・顧客ともに利用・運営が煩雑であった。 

・旧中心市街地活性化法に基づく中心市街地活性化基本計画が旧古川市で策

定され、駐車場の共同運営も主要な 15 事業の 1つと位置付けられ、運営主体

として市・商工会議所・商店街で出資し第 3 セクターである「株式会社まち

づくり古川」が設立された。 

事業内容 

・資金調達方法 

・運営組織 

・成功のための

工夫 

 等 

［共通駐車券の販売による収入の確保］ 

・1台 1時間あたり 75 円の駐車券を駐車場所有者からまちづくり会社が一括

購入し、80 円で商店街に販売。商店街は 85 円で各個店に販売し、各個店が

買い物金額等に応じてサービスで顧客に配布する。まちづくり会社と商店街

が駐車券 1枚につき 5円の収入が得られる。 

平成 22 年度  

売上 770,500 円 支払 699,975 円 収入約 70,000 円 

・運営は、まちづくり古川が実施している。体制は、実質事務局長 1名。 

・各個店は、従前、駐車場所有者から個別に駐車券を購入していた。契約は、

個々に駐車場所有者と行うため価格はまちまちであった（概ね 90 円前後）。

さらに、近傍の複数の駐車場の駐車券を購入する必要があり（対顧客対応、

顧客がどこの駐車場を利用するのか事前にわからないため）、事前の手配も煩

雑であった。共通駐車券の導入により、個店としても、駐車券の購入価格も

抑えられ、購入枚数も無駄がなくなった。 

［初期投資の軽減］ 

・共同駐車券の取組が実施に至ったのは、10 箇所全ての駐車場が同じメーカ

ーの発券機で、初期投資が軽減できたためである。 

効果 

・空き店舗解消

状況 

・通行量の変化 

・売上の変化 

・市民の評価 

等 

［駐車券発行枚数］ 

 H19 15,200、H20 10,814、H21 13,800、H22 9,600 

［空き店舗率］ 

 

空き店舗率は、平成

15 年をピークに一旦

減少したが、駐車場の

一元化（共通駐車券事

業）を始めた頃より再

び上昇し始めた。リー

マンショック後をピー

クとして減少を始めた

時期に今回の東日本大

震災が発生し、さらに

空き店舗の発生が増加

している。 

 

 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

空き 店舗率の推移

カ ウ

ボーイ
開店

ホー

マッ ク
開店
９ 月

カ イ ンズ

ホーム
開店
７ 月

駐車場

一元化
事業の
実施

リ ーマン

ショ ッ ク

９ 月頃

リ オーネ

ふるかわ

醸室

オープン

ロッ ク Ｓ Ｐ

開店
３ 月

ヨ ーク タ ウン

開店
９ 月

イ オン

開店
４ 月

空き店舗

対策モデル
事業の
実施
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［歩行者通行量］ 

 
歩行者通行量は、平日が休日と比較し、5割前後高くなっている。休日は、

郊外の大規模店に買い物に出かけるため、中心市街地への来訪は平日型とな

っている。 

 

 年次によってバラツキ

があるものの、歩行者通行

量は減少傾向となってい

る。 

課題 

・事業実施上の

課題 等 

［震災被害による空き店舗の増加］ 

・東日本大震災により、個店が被害を受け、建物として半壊状態のものにつ

いては、営業の継続も建物の除去もできず空き店舗化。 

［無料駐車場の増大による事業の圧迫］ 

・被害が大きく除去された建物の跡地は、無料あるいは低料金の駐車場とな

っているところもあり、共通駐車券事業を圧迫している。 

［中心市街地への集中投資への疑問］ 

・以前は、古川市の中心市街地活性化が行政の一大テーマであったが、合併

し、大崎市となった段階で、中心市街地だけに施策の重点を置くことがで

きなくなった。 

その他 

・関連する事業 

・今後の事業展

開等 

・シネコンをキーテナントとした再開発ビル「リオーネ」を運営する 

第 3セクターアクアライト台町と酒造店の蔵を活用した食の施設「醸室（か

むろ）」を運営する第 3 セクター(株) 醸室を事業実施会社として調整を行

っている。 

・空き店舗情報も発信しているが、情報の更新まで至っていない。 

考察 

・事業の成立要

件 

・他地区での展

開 に 向 け て 

等 

［駐車場の整備は、魅力ある個店整備との連携が必要］ 

・駐車場の整備は、買い物客を集客するひとつの要素であるが、郊外の大型

店の魅力は、駐車場があることだけではない。中心市街地においては、駐

車場の整備だけでなく、空き店舗の解消や個店の魅力づけなどの施策とセ

ットで展開する必要がある。 
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中心市街地の歩行者交通量（経年変化） 平日

休日
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※現地の状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

醸室の店舗：東日本大震災の被害を受けている
中心市街地の集合店舗：震災の被害で営

業が危険な状態 

シネコンをキーテナントとした再開発ビ

ルリオーネ：商業機能分が空き店舗となり

事務所・公共的な機能に替わってきている

共通駐車券が利用できる 10 箇所の駐車場のひとつ 

リオーネの店舗案内

図：店舗の入れ替わりが

進んでいる（色の変わっ

た店舗名）。当初は物販

が多かったが、学習塾や

サービス・公共機能に転

換してきている。 
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駐車場共通サービス券・パンフレット表 

駐車場共通サービス券パンフレット裏：利用可能駐車場一覧 
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■NPO 法人深谷にぎわい工房 

①組織の概要 

名称（商号） NPO 法人深谷にぎわい工房 

所在地 埼玉県深谷市深谷町 10－33 （サラダ館深谷中央店隣） 

電話／ＦＡＸ なし 

電子メール office@npo-fnk.org 

代表者 松本博之 

資本金 － 

設立 2002 年 11 月 7 日認証 

事業内容 行政による以下の取り組みのうち、自らのミッションに合うものに、積極

的に参加・協力。 
 

・歴史的環境の再生  

1.中山道沿道・周辺地区について歴史的景観形成事業。 

2.歴史的建造物の保全・活用。 

3.歴史的建造物を活用した拠点的公共施設整備。 

4.空き店舗対策と併せて歴史的建造物の再利用・転用を支援する仕組み

の整備。 

5.市民団体などが行う歴史的資源調査・情報提供活動。 

6.歴史的環境にふれる機会をつくるため、回遊・散策に役立つ案内標識

などの整備。 
 

・街なかを生活街として再生 

1.街なかへの集客を促進するソフトな仕組みづくりへの支援。 

2.街なかのにぎわいを高めるイベントを支援。 

3.空き店舗の再利用・転用を支援。 

4.街なか全体を対象に、景観形成の目標となる市街地デザインガイドラ

インの作成。 

5.中山道は、歩行者、自転車の通行を優先する道路としての整備。 

6.街なかに歩行者優先ゾーンの設置。 

7.街なかの防災性向上と歴史的環境再生を両立させた市街地整備の誘

導。 

8.中央土地区画整理事業の事業効果を確認しながらの実施。 

9.街なかにおいて民間による住宅建設の促進。 

観光ガイド、レ

ンガ倉庫活用 

他 

「レトロモダンな街深谷まちめぐりガイド」 

・深谷市の街なかのレンガ造りを中心とした歴史的建造物”世間遺産”を紹

介するとともに、まちめぐりを楽しむにはなくてはならないお食事、お休

み処、お土産の情報、トイレの設置場所を掲載した「レトロモダンな街 深

谷 まちめぐりガイド」の改訂版を作成し、深谷商工会議所との協働事業

で 5000 部を印刷。このガイドを活かして、グループで深谷の街なかを訪

れたい、まち歩きをしたいという方には、当法人スタッフがまち歩きをサ

ポートする事業（有償）を実施。 

「深谷レンガホールのレンタル」 

・「深谷れんがホール」は、1933 年（昭和８年）にリサイクル材を利用して

建てられた、１階がレンガ造、２・３階が木造の倉庫。2003 年から掃除・

改修等を実施し（柳瀬商店レンガ倉庫再生プロジェクト）、2005 年春から

「深谷れんがホール」としてレンタル開始。約 100 ㎡（7m×14.5m）の広

い板の間。 

※出典：NPO 法人深谷まちづくり工房ＨＰ（http://www.npo-fnk.org/index.html） 
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②ヒアリング結果 

対応者 NPO 法人深谷にぎわい工房 松本理事長、大塚副理事長 

実施日 2012 年 2 月 25 日 

取組内容 「レンガ倉庫の貸出事業」 

背景 

・事業環境 

・行政等のサポ

ート 

 等 

［都市計画マスタープランの市民委員会を契機に組織立ち上げ］ 

・深谷市の都市計画マスタープラン策定に向け、平成 13 年度に 100 名を超え

る市民委員で構成されるまちづくり協議会が設置された。深谷市都市計画

マスタープランの全体構想の協議会案がまとめられ、その後策定委員会の

検討を経て平成 16 年 1 月に成案が公表された。まちづくり協議会に参加し

て市民が、自分達でとりまとめた都市計画マスタープランの今後を検証し

ようということで、有志で NPO 法人を立ち上げた（平成 14 年）。 

［地域資源としてのレンガ建築の利活用］ 

・深谷市の中心市街地、特に旧中山道沿いには、明治期等に建てられたレン

ガ造りの歴史的建物がいくつも残されているが、土地区画整理事業の進展

によっては、取り壊される可能性がある。そうした建物の利活用を通して

「街なか再生」を目指し、「観光ガイド」や「レンガ倉庫の貸出事業」等を

展開している。 

［大学の研究室の支援］ 

・国の調査（都市再生モデル調査）を活用し、大学（東京大学大方・小泉研

究室）の協力を得て、建物の実態調査等を行った。 

［商工会議所との連携］ 

・深谷商工会議所は旧中活法の TMO 構想を推進しており、市民グループと連

携していく必要がある。その役割を深谷まちづくり工房が担っている。 

［個人的なネットワークの活用］ 

・活用可能な国や公益法人の支援策に関する情報等、有益な情報の入手は、

理事長の個人的なネットワークに依るところが大きい（理事長は、地銀系

のシンクタンクを職場としており、そこで知り合った藻谷浩介氏、西郷真

理子氏、明石達生氏等）。 

・また、地元出身高校の OB のネットワークも活用されている。 

事業内容 

・資金調達方法 

・運営組織 

・成功のための

工夫 

 等 

［初期投資実質ゼロ・・・ボランティアの活用］ 

・レンガ倉庫の地権者は、NPO 法人のメンバーであり、月 7500 円の使用料で

提供してもらっている。 

・倉庫内は、市民のボランティア等で都市再生モデル調査の一環（イベント）

として改修・片付けを行い、貸出可能な状態とした。 

 
 ※料金 Aは非営利活動、料金 Bは、営利活動。特別料金は、企業等が撮影等を目的とす

る場合。 

・運営は、NPO で実施している。現在の会員数は、10 名強。 

効果 

・空き店舗解消

状況 

・通行量の変化 

・売上の変化 

・市民の評価 

・深谷タウン・マネジメント構想に位置付けられた空き店舗対策事業により

2 店舗が、活性化サロン「一休」・「深谷シネマ」として利活用された（平

成 14 年）。当初は、深谷まちづくり工房が「一休」内に事務所を置き、管

理・運営に協力。 

・レンガ倉庫の改修や清掃を市民参加のイベントとして開催。さらに歴史的

街並み探検などのイベントを開催することにより市民の歴史的建物に対す

る認識が変化。 

 

貸出単位 午前（昼） 午後（昼） 夜間

時間帯 ９時－１２時 １２時－１７時 １７時－２１時

料金Ａ ５００円 ５００円 ５００円

料金Ｂ ３,０００円 ３,０００円 ３,０００円

特別料金 応相談（営利目的でも内容によっては特別料金を頂戴します。）
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等 

課題 

・事業実施上の

課題 等 

・所有者からの賃料は抑えられているものの、一般的な利用のされ方は、サ

ークル、団体等の練習・展示、公共団体等のイベント利用が中心で、収支

はトントンである。希に CM や TV 撮影等があった場合は、特別料金の臨時

収入となる。 

・NPO としての活動は、基本的にボランティアであるので、取組を拡大して

いくためには、収益の確保が必要となる。さらに、参加するメンバーも、

取り組んだ内容に見合った給与が得られれば、実施するモチベーションも

高まる。そのため新たな組織として、「一般社団法人 まち遺し深谷」を平

成 23 年 4 月に設立した。 

・市の計画では土地区画整理事業が位置付けられている（10 年前から事業化

されており、現在までの進捗率は数%）。この事業が進展していくと地区内

の歴史的建物の残存が困難となる。 

 

その他 

・関連する事業 

・今後の事業展

開等 

［一般社団法人 まち遺し深谷のサブリース事業］ 

・江戸時代から続いていた「七ッ梅酒造」が平成 14 年に廃業。建物は空き家

として残されていたが歴史的な風情が残されていたため、映画の撮影等に

活用されていた。 

・別途空き店舗（旧銀行）活用で別の建物に入っていた「深谷シネマ」が、

建物が取り壊される（建物は市の所有。土地区画整理事業の進捗による取

り壊し）こととなり、新たな立地場所として旧「七ッ梅酒造」移転した（平

成 22 年 4 月）。 

・そうした状況を踏まえ、平成 23 年に「一般社団法人 まち遺し深谷」が立

ち上げられた。「まち遺し深谷」の当面ミッションは、旧「七ッ梅酒造」の

サブリース事業である。 

・地権者から建物を月 25 万円で借り受け（地権者には固定資産税+αの収入

が入る）店子にサブリースしている（現在店子からは月 25 万円超の賃料を

得ている。契約は基本的に年契約としている。）。 

・店子を入れる際には、大幅な補修はせずに、店子に清掃と最低限の設備（電

気・上下水道等の設備）の設置を求め、入居時の資金を軽減させている。

・現在は、深谷シネマの他、活性化サロン「一休」や物販（手作りとうふ店、

ベーグル）、飲食（カレー・喫茶、和の喫茶（出店準備中））、鬼瓦製作所な

どが出店している。また、「まち遺し深谷」の事務所も出店（平成 24 年 3

月開業）している。 

・出店者の募集は行っていないが、まちづくり会社のホームページを見ての

問い合わせや、実際に「七ッ梅酒造」で展開している店舗を見ての問い合

わせなどがある。 

・店舗以外のレンタルスペースとしては、母屋 2 階、煉瓦蔵、東蔵がある。

利用状況は、母屋 2 階と煉瓦蔵が月に 1 回程度、東蔵が月に 2 回程度とな

っている。 

・常設店舗の賃料はほとんど建物所有者に支払う賃料となっているため、レ

ンタルスペースの収入が収益の大半となっている。この収益は施設の整備

改修に使われるので、現在は、人件費には充当できない構造となっている。

・今後は、さらに出店者を増やすとともに、各個店の売上向上により、「まち

遺し深谷」の収益拡大を図っていく。 

・市や商工会議所には、イベントの開催による賃料負担や集客拡大に寄与す

る形での支援を受けている。 

・さらに、街なかで、他の歴史的建物でもサブリース事業を展開していくこ

とも構想している。 
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考察 

・事業の成立要

件 

・他地区での展

開 に 向 け て 

等 

［民間組織としての自由度の確保］ 

・民間組織による取組ということで活動の自由度が確保されている。公共か

ら補助金等を受けると活動内容が制約されてしまう。会場の借り上げやイ

ベントの開催という形での行政・商工会議所のバックアップという対応が、

民間と行政の丁度良い「距離感」を形成している。 

・また NPO 法人では、ボランティアという側面が強すぎるが、一般社団法人

としたことで、職員にも、活動の内容・結果に見合った報酬を払うことも

可能であり、モチベーションのアップにつながる(現状は、月 1万円が支給

できるか否かの状況とのことである)。 

［集客拠点の形成］ 

・旧「七ッ梅酒造」という新たな店舗や機能が集積する拠点が形成できたこ

とが有効と考えられる。別の場所で空き店舗対策として運営されてきた「深

谷シネマ」と「一休」が先行し、当該地区に移転してきたことが、地区の

賑わい形成に寄与し、その後の新規立地を誘導した。 

・通常の空き店舗対策では、商店街の中にさみだれに展開する場合が多いた

め、利用者に取って効果が見えづらい。新たな店舗等の機能が集積するこ

とにより、より集客効果が高まる。空き店舗対策として集客拠点を形成す

る取組が有効である。 

 

※現地の状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

レンガ倉庫左外観、右内部:1 階部分がレンガでその上に木造の 2・3階部分が乗せられている。金物

店の倉庫で、今も上階には、金物等が遺されている。照明等は新たに設置されたが、暖房設備は無い

旧七ッ梅酒造左 外観、右 商工会議所主催の夕市の様子。後方には「景観重要建造物」にするこ

とを検討中の煙突（類似のレンガ造りの煙突が近傍に 2箇所あり、3 箇所合わせて検討中） 
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深谷シネマ 左外観 右上映看板：全国唯一の酒蔵を改装した市民映画館。料金は一般 1,000 円と低料金

【旧七ッ梅酒造跡地でテレビロケ】 

平成 24 年 2 月、旧七ッ梅酒造跡地を中心した深谷市内で、4月から放送される NHK 朝の連続

ドラマ「梅ちゃん先生」のロケが行われた。 

出典：一般社団法人 まち遺し深谷 HP

（http://machinokoshifukaya.com/haichi.html）

七ツ梅配置図

駐車場

深谷シネマ

赤レンガ倉庫

←本庄へ 中山道 熊谷へ→
入口

入口

東酒蔵

練尾煙突

中山道深谷宿本舗

北酒蔵

母屋

※立入禁止

※立入禁止

※立入禁止

※立入禁止
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■多治見まちづくり株式会社 

①組織の概要 

名称（商号） 多治見まちづくり株式会社（多治見ＴＭＯ） 

所在地 岐阜県多治見市本町 3丁目 39 番地 

電話／ＦＡＸ 0572-23-2636 

電子メール info@tajimi-tmo.co.jp 

代表者 井奈波 文治 

資本金 1,500 万円、うち、多治見市 750 万円 

設立 平成 13 年 12 月 18 日 

事業内容 ・空き店舗活用、地域資源のＰＲ、コミュニティースペース 

・多治見の地域産品の PR、販路拡大 

・集客・情報発信拠点づくり 

・創業支援 

空き店舗活用、コ

ミュニティース

ペース、他 

・下表のプロジェクトを実施 

 住所 事業 内容 

クラフト

ショップ

ながせ 3

号館 

多治見市本

町 3-80 

空き店舗活用、

地域資源のＰ

Ｒ、コミュニテ

ィースペース 

商店街空き店舗を活用したクラフトシ

ョップの 3号館。地域産品の展示販売に

併せ、各種講座の開催や交流イベントの

開催の場として有効活用。他にも店内で

は映画上映やコンサートなどの開催も

今後企画。 

「たじみ

やげ」楽

天市場出

店 

多治見市本

町 3-43 

多治見の地域

産品の PR、販

路拡大 

インターネットショップへの実験的出

店により、費用、課題、各種市産品の売

り上げ状況（引き合い）等を調査します。

また、市産品の購入が多治見市を訪れる

きっかけ（「ホンモノ」を見たい、触れ

たい思いの醸成）となることを企画し、

美濃焼はもとより、若手作家の作品や新

たに多治見のみやげの可能性となるも

のの販売促進を図る。 

うつわと

ご は ん 

カフェ温

土 

多治見市本

町 3-11 タ

ジミビル１

Ｆ 

集客・情報発信

拠点づくり、コ

ミュニティー

スペース 

ながせ商店街におしゃれで楽しいカフ

ェをオープン。 

素敵な空間でおいしいお食事を楽しん

でいただけるお店を多治見の新たなス

ポットに！そんな思いでお店づくり。さ

らに多治見を楽しんでいただく陶芸工

房も併設。 

クラフト

ショップ

ながせ 

多治見市本

町 3-39 

空き店舗活用、

地域資源のPR、

創業支援 

商店街空き店舗を活用したクラフトチ

ャレンジショップ。地元クラフト作家へ

期間限定で店舗を貸し、自作の作品の展

示・販売を行っている。若手陶芸・クラ

フト作家さんへの発表の場の提供と、空

き店舗の有効活用による、多治見らしい

商店街の活性化を目的とする。 

クラフト

ショップ

な が せ 

2 号館 

多治見市本

町 3-43 

空き店舗活用、

地域資源のＰ

Ｒ 

商店街空き店舗を活用したクラフトシ

ョップの 2号館。地元陶芸作家を中心と

して、自作の作品の展示・販売を行って

いる。陶芸家への発表の場の提供と、空

き店舗の有効活用による、多治見らしい

商店街の活性化を目的とする。 
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クラフトショッ

プながせ 3号館 

 

 

うつわとごはん 

カフェ温土 

 

 

※出典：多治見まちづくり株式会社ＨＰ（http://tajimi-tmo.co.jp/index.html） 
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②ヒアリング結果 

対応者 多治見まちづくり株式会社 小口事業課長 

実施日 平成 24 年 2 月 21 日 

取組内容 「空き店舗活用」 

背景 

・事業環境 

・行政等のサポ

ート 

 等 

・多治見市には、5つの商店街があったが「小路商店街」が解散し、現在 4つ

の商店街となっている。元々は、土岐川南岸の銀座商店街・広小路商店街と

解散された小路商店街が賑わっていたが、土岐川の北側に多治見駅が出来、

その後駅の北側が整備され、賑わいの中心が北側に移ってきている。現在ま

ちづくり会社は、北側の「ながせ商店街」での空き店舗対策等の取組を進め

ている。 

・銀座商店街と広小路商店街では、大半の商店がシャッターを下ろしている（目

測による）。当該商店街で意欲のある店舗は、「ながせ商店街への新規立地を

希望している。 

・空き店舗を利用した新規立地の需要はあるが、空き店舗を貸しても良いとい

う供給が無い（商店街にアンケートしたところ、貸しても良いという回答は

ゼロ）。 

事業内容 

・資金調達方法 

・運営組織 

・成功のための

工夫 

 等 

［出店者への負担軽減（販売額の定額をまちづくり会社へ）］ 

・現在まちづくり会社で運営している店舗は、クラフトショップ 3店舗、カフ

ェ 1店舗の計 4店舗。 

・クラフトショップ 1号館は、地元でクラフト（手作りの手芸品・民芸品等）

を製作している方やグループに週単位でレンタル。 

・クラフトショップ 2号館は、陶芸の店として月単位でレンタル。 

・クラフトショップ 3号館は、交流スペースとしてレンタル。まちづくり会社

の事務所も兼ねている。 

・1号館は月 3万円、2号館は月 1万円、3号館は月 10 万円をそれぞれの店舗

の所有者に支払っている。 

・1号館、2号館では、販売額の 20%を管理費としてまちづくり会社が受領。

・クラフトショップの運営には多治見市から補助金（初年度 150 万円、2年目

130 万円、3年目 130 万円）。 

 

［職員の人件費補助によるまちづくり会社の経費削減］ 

・まちづくり会社としての正社員は、2名で、その他の職員は契約社員（8名）。

契約社員の給与は、緊急雇用事業で賄われている。 

 

［専門家（経験者）のノウハウ活用］ 

・正職員である事業課長（ヒアリング対象者）は、元金沢 TMO の職員であり、

まちづくり会社の経験者として立ち上げ時に請われて参画している。 

効果 

・空き店舗解消

状況 

・通行量の変化 

・売上の変化 

・市民の評価 

等 

［新規店舗の出店］ 

・クラフトショップで店舗経営のノウハウを学んだ人が新規店舗を出店（1店）

 

[商店街の理解と協力] 

・カフェ温土開店時には、商店街の方々がボランティアで清掃・改修等を手伝

う。 
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課題 

・事業実施上の

課題 等 

［空き店舗の貸し手不足］ 

・商店街で空き店舗を貸しても良いという貸し主はほぼ皆無。（中心市街地へ

の新規店舗出店に関する相談は多い。） 

・空き店舗の多くが古い建物であり、耐震性の低いものや屋根の修繕が必要な

場合は、改修費が過大となり、改修費の回収が困難。 

 

［職員の大半が契約社員のためノウハウの蓄積が困難］ 

・まちづくり会社の財政基盤強化の観点から県や多治見市から空き店舗調査や

通行量測定調査等を受託しているが、受託調査の場合、書類作成の事務量が

プロパー職員に集中し、その作業に忙殺され、本来業務に手が回らなくなっ

てしまう。 

その他 

・関連する事業 

・今後の事業展

開等 

[サブリース事業の展開：まちづくり会社が中間の借り手となることで所有者

に安心感を与え、貸し手を増やす] 

・平成 24 年度からサブリース事業を実施する予定。 

 

・事業スキームとしては、所有者からまちづくり会社が月 3万円でリースし、

改修した上で、月 6万円で店子にリースする。 

・また改修時には、1 店舗を 20 ㎡程度に分割するなどして、店子の必要経費

を削減することにも留意する予定。 

・新規出店者には、多治見市の家賃補助制度の活用も可能。 

考察 

・事業の成立要

件 

・他地区での展

開 に 向 け て 

等 

［サブリース事業による貸し手の創出］ 

・まちづくり会社が中間の借り手（貸し手）となるサブリース事業により、所

有者に信頼感を与え、新たな貸し手を創出していくことが重要。 

 

［商店の集約化による賑わい拠点の形成］ 

・多治見市でも当初あった全ての商店街の再生は困難であり、比較的賑わいの

ある「ながせ商店街」の機能を拡充していく方策が有効。 

   

ま
ち
づ
く
り
会
社 

入 

居 

者 

オ
ー
ナ
ー
様 

賃貸借契約 賃貸借契約

管理業務委託
出店しやすい 

環境づくり 

 
差額３万円／月 

一部回収、物件管理

テナント誘致 

家賃３万円／月 家賃６万円／月 

店を始めたい！ 

夢の実現 

 

家賃収入 

老朽化予防 

まちづくり会社へ物件の管理運営を委託する事例 

（活用例） 
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※現地の状況等 

 

左 ながせ商店街：空き店舗が目立つものの開店している店舗も多い 

右 銀座商店街：ほとんど（実測したところ 9割以上）がシャッターを下ろしている 

左 1 号館：手芸品等のクラフトショップ 

右 2 号館：陶器のクラフトショップ 共通のデザインイメージで改修されている。 

クラフトショップ 3号館：まちづくり会社

の事務所機能も兼ねる 
多治見まちづくり会社の事業エリア。この中でも

特に「ながせ商店街」を中心に活動。 
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■犬山まちづくり株式会社 

①組織の概要 

名称（商号） 犬山まちづくり株式会社 

所在地 愛知県犬山市大字犬山字西古券５番地（通称 本町） 

電話／ＦＡＸ 0568-65-0002/0568-65-0004 

電子メール nibanya@kdp.biglobe.ne.jp 

代表者 日比野良太郎 

資本金 3,000 万円、うち、犬山市 1,500 万円 

設立 平成 15 年 9 月 6日 

事業内容 ・犬山市内の都市開発、観光開発 

・各種イベント事業の企画・立案・運営 

・駐車場の管理運営 

空き店舗活用、

他 

弐番屋１号館：HAKUTEI SILVER WORKS 

弐番屋２号館：ハンドメイド雑貨 motif、手打ち蕎麦野和、 

カフェランチ Chanty、でくがくのさくら茶屋、 

味処弐番亭、レンタルルーム 

弐番屋３号館：ガラス工房沙羅、 

弐番屋５号館：伊勢型紙京彩 

弐番屋６号館：ロト・フーズ 

弐番屋７号館：漬処 壽俵屋 犬山庵、犬山特産品館 

弐番屋８号館：Café Gagumaru 犬山ギターファクトリー 

弐番屋９号館：食事処 車山蔵 

弐番屋 10 号館：犬山革工房ヴィンキュラム・レザー、 

桃太郎ジーンズ犬山 

弐番屋 11 号館：Mantovana 

 ※4 号館は欠番 

※出典：犬山まちづくり株式会社ＨＰ（http://www.inuyama-tmo.com/index.html） 
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②ヒアリング結果 

対応者 犬山まちづくり株式会社 長谷川取締役副社長、井川常務取締役、金武

General Manager、服部事務局長 

犬山市商工企業振興課 長谷川氏 

実施日 平成 24 年 2 月 22 日 

取組内容 「空き店舗活用、地域資源の PR、コミュニティスペースの整備」 

背景 

・事業環境 

・行政等のサポ

ート 

 等 

［拡幅を伴う都市計画道路整備の見直し］ 

・平成 15 年に旧中活法に基づく TMO として犬山まちづくり会社設立。当初は、

かつて最も賑わいのあった本町通り（南北線）と新町通り（東西線）（6m

→16m の拡幅の都市計画決定が成されていた）で都市計画道路の整備と合

わせて沿道建築物を建てて街を活性化させることを目標にしていた（彦根

キャッスルロードを目標）。 

・都市計画道路は、平成 8年に一部事業着手が成されたが、「街並みを一変さ

せてしまう道路拡幅が必要なのか」という議論になり、平成 10 年度に事業

凍結し、平成 17 年度に都市計画決定を現道の 6m に見直した。 

事業内容 

・資金調達方法 

・運営組織 

・成功のための

工夫 

 等 

［サブリース事業の展開］ 

・空き店舗対策事業として、空き家・空き店舗を所有者から借り受け、改修

した上で新規事業希望者等の店子に貸出を行っている。 

・契約期間は、10 年で、その間に徴収する家賃の差額で、改修費を回収する

事業モデルとしている（サブリース事業）。 

・現在、11 号館まで整備されている（4号館は欠番のため 10 館）。 

・1・2 号館開設時（平成 19 年頃）は、本町通りがシャッター通りとなり閑

散としていたため、店子の確保に苦労した。個人的な伝を頼りに何とか店

子を集めた。 

 

［市と名鉄がタイアップしたキャンペーンによる

集客増］ 

・平成 19 年から犬山市が名鉄とタイアップし、犬

山の観光キャンペーンを実施（現在も継続中）し

たのを契機に犬山に観光客が戻り、本町通りの人

通りも増えてきた。 

 

［自主財源の確保］ 

・まちづくり会社では、犬山市から駅前の土地を無

償で貸与を受け、駐車場の管理を行っている。こ

の事業で年間 1200 万円程度の収入があり、経営

基盤を支えている。 

 

［所有者と店子が共存可能な住居形態］ 

・本町通りの町屋は、間口が狭く奥行きが長い（60m 程度）のものが多い。

そのため、通りに面した店舗部分を改修し、店舗奥に個店の利用者も使用

できるトイレを設けることにより、後ろの居住部分と独立した店舗空間の

形成を可能とした。 

 

［行政をおける多様な支援］ 

・犬山市は、平成 6年に都市景観形成助成事業（限度額 500 万円）を創設し、

景観形成のための改修を支援。 

・平成 13 年には「空き店舗活用事業（改装費上限 100 万円、家賃の 1/2、上

限 50 万円）」を創設し、店子の内装づくりなどを支援。 

 

キャンペーンポスター 
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［表彰によるインセンティブの付与］ 

・所有者に空き店舗の貸し手となってもらうために、まちづくりへの貢献を

表彰するなど精神的にインセンティブも与えている。 

効果 

・空き店舗解消

状況 

・通行量の変化 

・売上の変化 

・市民の評価 

等 

［空き店舗の減少］ 

・まちづくり会社が発足した平成 15 年当時は、ほとんどの店がシャッターを

下ろしていたが、現在シャッターを下ろしているのは 3 店舗だけであり、

そのうちの 1店舗は、まちづくり会社の直営店として 12 号館としてオープ

ン予定。 

・その他、まちづくり会社を経ない新規店舗の立地もあり。 

 

 

 

 

 

［観光客の増加］ 

・犬山キャンペーンの効果もあり、犬山城入

場者数が増加してきており、平成 23 年に

は 19 年振りに 40 万人を超えた。 

 

 

 

課題 

・事業実施上の

課題 等 

［貸し手の新規開拓］ 

・立地希望の店子は多い（現在 30 件ほどが立地を求めている）。立地希望者

は、まちづくり会社のホームページを見て、直接連絡してくることが多い

が、一部は、犬山市や商工会議所を経由して相談に来る人もいる。課題は、

貸し手がいないことである。 

その他 

・関連する事業 

・今後の事業展

開等 

・本町通りで、売却を希望している土地所有者がいるため、この土地を何と

か購入したい。マンションにはしたく無い。まちづくり会社への無利子融

資等の制度があれば対応が可能となる。 

考察 

・事業の成立要

件 

・他地区での展

開 に 向 け て 

等 

［自主財源の確保］ 

・まちづくり会社としての経営基盤の安定化に寄与する駐車場管理収入（1200

万円/年程度）があり、様々な事業展開を可能としている。 

 

［来訪者の増加］ 

・観光キャンペーンにより犬山城への入場者が増加したことにより、本町通

りにも観光客が流れるようになり、新規立地の環境が整った。 

 

［行政との協調］ 

・行政においても都市景観形成や空き店舗対策として様々な助成策を講じて

いる。 

   

「元々犬山市に住んでいたが主人の退職

を機に、10 年前に空き店舗だった建物を

購入し、念願の本町に住むことができた。」 

※本町商店街の飲食店「椿」オーナーへの

ヒアリングより 

出典：

http://tubora.s353.xrea.com/members/others/IGG_Prese

ntation_2010-09.pdf 
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※現地の状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左 犬山城 

右 犬山城の足下である本町通りにまちづく

り会社が弐番館を展開 

左 1 号館：まちづくり会社と地域密着型の放送局が入っている 

右 2 号館：1 階には飲食 3 店舗と物販 1 店舗、2階は和室でレンタルルームとなっている 

犬山市の取組 左 どんでん館：地域の祭りの山車や歴史の展示館 

右 市が進める地域の景観整備 
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［市有地を活用したサブリース事業の提案］ 

犬山市は、名鉄犬山駅西市有地※を、犬山まちづくり株式会社に賃貸する方向で交渉する

ことに決めた。犬山まちづくり株式会社は、大型薬品スーパーを誘致し、屋上を観光用の有

料駐車場として活用することを提案している。 

 当該市有地は、1999 年閉店したユニーから犬山市が購入した約 2560 ㎡の土地。利活用に

ついてプロポーザル方式で公募したところ、応募は、犬山まちづくり株式会社 1社。 

 提案では、犬山まちづくり株式会社が鉄骨平屋建ての店舗を建設、V ドラッグを展開する

中部薬品に賃貸する。屋上の有料駐車場は、まちづくり会社が運営。20 年間の事業用定期借

地権を設定（まちづくり会社が市に賃借料 1 ㎡当たり 1930 円/年を支払う）。市は 2012 年 8

月までに賃貸契約を結び、2013 年 3 月までの薬品スーパーのオープンを求めている。 

※当該市有地は、現在、犬山まちづくり株式会社が無償で市から借用し、駐車場を運営中。 

2012 年 3 月 15 日 毎日新聞より
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■中心市街地活性化を促進する不動産業者の会 

①組織の概要 

名称（商号） 中心市街地活性化を促進する不動産業者の会 

所在地 山口県岩国市山手町 1-1-14（東洋地所内） 

電話／ＦＡＸ 0827-24-2468／0827-22-6828 

電子メール － 

代表者 西村 栄時 

資本金 － 

設立 平成 22 年 2 月（3年間の予定） 

事業内容 ［事業内容］ 

・岩国市の店舗支援制度の PR 

・岩国市へ中心市街地活性化に関する提案 

・駅前地区空き店舗情報の提供 

・空き店舗の紹介、起業・出店の促進 

・契約時の仲介手数料免除（可能であれば手数料は貸し主から） 

・店舗などの地主・家主への家賃・敷金の減額の交渉 

・地主・家主に老朽化した建物の解体並びに立て替えの提案 

［対象範囲］ 

・岩国市麻里布町 1丁目～3丁目（一部の番地除く） 

・1階店舗 

［取組期間］ 

・平成 22 年 2 月から平成 25 年 3 月（期間終了後、継続か否かを協議し決定）

※出典：中心市街地活性化を促進する不動産業者の会資料「駅前地区（中心市街地）の活性化へ向けて」より 
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②ヒアリング結果 

対応者 中心市街地活性化を促進する不動産業者の会(岩国市) 

代表者：西村栄時氏、幹事：山本宜彦氏 

実施日 平成 24 年 2 月 20 日 

取組内容 「中心市街地の空き店舗への出店者に対する仲介手数料等初期投資の減額支

援」 

背景 

・事業環境 

・行政等のサポ

ート 

 等 

［地域への貢献］ 

・中心市街地の活性化に向け、市も動き始めている。また商店主もイルミネ

ーションの設置やイベントの開催など積極的に取り組んでいる。そうした

中、不動産業者に何ができるか考え、駅前周辺地区に空き店舗を有する不

動産業者が連携し、平成 22 年度に不動産業者の会(当初 13 業者、現在 16

業者)を立ち上げた。 

 

［行政からの情報提供・要望伝達］ 

・定期的に会合を行っている。その際に講師として市役所職員等に参画いた

だき、情報提供を受け、意見交換を実施している。 

事業内容 

・資金調達方法 

・運営組織 

・成功のための

工夫 

 等 

［新規出店者の初期費用の低減］ 

・岩国市の中心市街地において新規出店者に対して、仲介手数料の免除、家

主に対しての家賃・敷金の減額交渉を実施。 

・中心市街地の賃料相場が、ピーク時(月坪 15,000 円程度)から 1/3 程度に下

がってきた。敷金も家賃の10ヶ月分であったのが3ヶ月分程度まで下がり、

新規参入者が入りやすい環境となってきた。 

 

［家主への働きかけ］ 

・家主に対して、老朽化した建物の解体の提案。 

・借り手からは仲介手数料を取っていないが、貸し手側からは受け取るよう

にしている。 

効果 

・空き店舗解消

状況 

・通行量の変化 

・売上の変化 

・市民の評価 

等 

［空き店舗の解消］ 

・約 2年の活動で、20 件程度の新規出店が生まれた。新規出店の店舗は、飲

食店やサービス業（マッサージ店等）が多い。 

 

 

 

課題 

・事業実施上の

課題 等 

［空き店舗家主と新規立地希望者とのマッチング］ 

・「空き店舗でも店を開けたくない。貸したくない。解体もしたくない。」と

いった家主も多く、新規出店にニーズに対して、供給側の店舗を準備でき

ない状況。そうした家主に対しては、ねばり強く説得している。 

・新規出店者は、初期投資を抑えたいため、「居抜き」を希望するが、業態や

店舗の大きさ等のマッチングが難しい。 

・アーケードがある商店街は、負担金が高く、参入の障害となっている。 

 

［行政の支援の拡大］ 

・岩国市で新規出店への支援制度を持っているが、対象エリアを２つの商店

街に限定している。中心市街地全体に支援範囲を拡げてほしい。 

・解体費用に対しての公的支援が必要。 

・固定資産税評価額が実勢値に近づけば、家主の税負担も軽減でき、さらに

家賃を下げることもできるのではないか。 
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その他 

・関連する事業 

・今後の事業展

開等 

・取組期間は当面 3箇年(平成 25 年 3 月まで)としており、来年度にそれ以降

も活動を継続するか否かを決定する。 

 

 

考察 

・事業の成立要

件 

・他地区での展

開 に 向 け て 

等 

［プロのノウハウの活用］ 

・不動産業者は、家主の信頼を得ており、そうした人材が空き店舗対策に取

り組むことで、家主の協力も得られやすくなっている。 

・また、不動産業者が、通常業務の一環として、仲介手数料の減免や家賃交

渉等を実施しているため、宅地建物取引業法等の規制に抵触することは無

い。 

［中心市街地内における店舗の集約化］ 

・事業者として、老朽化した空き店舗は解体し、営業店舗を別のエリアに集

約し、まとまった空き地にしていく取組も実施されており、中心市街地の

商店街の再編にも寄与している。また、こうして生まれた空閑地は、周辺

の店舗利用者への駐車場としての利用も可能であり、さらに次の事業の種

地（再開発事業等）としての活用も想定される。 

 

 

※現地の状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

旧来最も賑わいのあった商店街の入口部分。 

両側の店舗とも空き店舗となっている。 

新規出店店舗：左マッサージ店、右：飲食店 



２-38 

■徳山商店連合協同組合 

①組織の概要 

名称（商号） 徳山商店連合協同組合 

所在地 山口県周南市糀町 1-17 

電話／ＦＡＸ 0834-22-5510／0834-22-6510 

電子メール mail@pp510.jp 

代表者 俵 義紀 

出資金 8,100 千円 

設立 昭和 62 年 

事業内容 ［事業内容］ 

・自走式立体駐車場の管理運営 

・ホール・会議室等のレンタルルームの管理運営 

※出典：徳山商店連合協同組合 HP（http://pp510.jp/） 
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②ヒアリング結果 

対応者 徳山商店連合協同組合(周南市) 

事務局長：林 治氏 

実施日 平成 24 年 2 月 21 日 

取組内容 「大型駐車場（ピピ、510 台）と展示・研修等ができる貸しホールを備えた施

設の管理・運営」 

背景 

・事業環境 

・行政等のサポ

ート 

 等 

［国・県・市及び自己資金で建設］ 

・昭和 62 年に中心市街地の 6つの商店街で「徳山商店連合協同組合」を立ち

上げた。当時旧徳山市の中心市街地は、周辺（下松や新南陽等）地域で一

番の繁華街であったため、広域からの集客が多く慢性的に駐車場不足であ

った。徳山商店連合協同組合が主体となり、旧通産省の高度化資金を中心

に、県・市の補助、地元や商店街の自己資金等で土地の買収及び立体駐車

場の建設を行った（土地代＋工事費約 32 億円）。 

事業内容 

・資金調達方法 

・運営組織 

・成功のための

工夫 

 等 

［駐車場の管理運営］ 

・1台 1時間 100 円で時間貸し駐車場を運営（高度化資金の性格上、月極への

転用は不可）。 

 

［事業の効率化］ 

・開場当初は、入出庫管理等を人海戦術で実施していた。その後、機械化・

OA 化を進め、駐車場管理のための職員は、15 名から 3名に集約化さらに駐

車場は 24 時間化。 

 

［新たな顧客の開拓］ 

・駐車場利用者が減少してきているので、新幹線を利用しての出張者向けに、

1日 1,000 円の駐車券を発行。 

効果 

・空き店舗解消

状況 

・通行量の変化 

・売上の変化 

・市民の評価 

等 

［駐車台数の減少］ 

・開場当初をピークに減少を続けている。現在は当初の 1/3 以下。 

 
※徳山商店連合協同組合資料より作成 

 

［歩行者通行量（中心市街地 11 箇所合計）の減少］ 

  平成 21 年 25,745 

  平成 22 年 22,690 

    平成 23 年 17,961 

・平成 21 年から平成 23 年の間で 30%減少。 

 

課題 

・事業実施上の

課題 等 

［中心市街地への来訪者減］ 

・中心市街地に立地していた大型店が撤退（平成 11 年ニチイ、平成 13 年ダ

イエー）し、現在は両跡地とも駐車場になっている。中心市街地への来訪

者を惹き付けていた大型店が撤退し、下松や新南陽等周辺に大型店が出店

したことで、来訪者が減少するとともに、中心市街地における駐車場供給

量が増加し、2重にピピの営業を圧迫。 
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［借入金の返済期間延長］ 

・旧通産省の高度化資金の返済期間は 20 年であり、先年 20 年が経過。それ

以外の債権者の同意を取り付け、あと 10 年返済期間を延長。現状は、なん

とか単年度赤字は計上していないが、予定通り返済できるか否かは、今後

の利用台数の推移次第。 

その他 

・関連する事業 

・今後の事業展

開等 

［まちづくり会社による空き店舗対策］ 

・商工会議所と商店街が中心となり、平成 22 年にまちづくり会社「まちあい

徳山」を立ち上げ、中心市街地活性化に向けた活動を実施中。その中のひ

とつとして、「周南市中心市街地活性化協議会」と連携した空き店舗への新

規出店者の誘致・相談受付を行う「まちなか出店サポートセンター」を開

設中。 

・「周南市中心市街地活性化協議会」が行うテナントミックス事業として改装

費の 1/2（上限 100 万円）を補助。その受付窓口として物件情報の発信・申

請手続きの支援、資金計画・事業計画の相談に応ずる。 

 

 

・立地希望業種と空き店舗の旧業種のマッチングを図り、改装費の軽減につ

なげている。 

・初年度（平成 23 年度）、3件成約。その他「まちなか出店サポートセンター」

への問い合わせが 38 件あり、今後の空き店舗活用の促進が期待される。 

・成約した店舗のオープン時には、記念プレートを授与し、マスコミにも報

道してもらい、取組の知名度を高めている。 

考察 

・事業の成立要

件 

・他地区での展

開 に 向 け て 

等 

［事業資産の保有］ 

・駐車場等を運営している徳山商店連合協同組合が、施設と土地を保有して

いるため、将来的（あるいは返済期間である 10 年後）に事業が採算割れし

た場合でも、売却等による清算が可能。 

 

［魅力ある個店の創出］ 

・まちづくり会社が実施している新規出店の促進が駐車場事業の経営状況改

善のカギとなる。大型店跡地（現在は平面駐車場）への集合住宅建設等、

中心市街地への居住機能の展開が、残された店舗の存続にも有効であり、

現在、市で新たな中心市街地活性化計画を策定中。 

 

  

テナントミックス事業予算

委託事業者・審査会 

予算母体 

周南市 

 
 

家賃借契約

周南市中心市街地活性化協議会 

 

 

地権者 

不動産会社 

 

㈱まちあい徳山 

出店希望者 

申請書提出 

意見書提出 

申請・事業計画指導 

採択・不採択連絡 
出店・申請

相談

出店情報紹介

物件情報紹介

補助金支払い
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※現地の状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ピピ 510 全景：現在は 24 時間対応駐車場として営業している。 

左  まちづくり会社「まちあい徳

山」：取材時は休業日であった 

右  まちづくり会社のテナントミッ

クス事業で開業した飲食店 

右下 開業した飲食店内に掲示されて

いる認定プレート 
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４．事業成立要件等の整理 

ヒアリングを実施した 8 事例は、「駐車場の管理・運営」と「空き店舗対策」に大別される。

さらに「空き店舗対策」は、空き店舗を利活用する「空き店舗活用」と空き店舗に店子を誘致

する「空き店舗対策」、空き店舗をまちづくり会社等が借り上げ、店子にリースする「サブリー

ス事業」に類型化できる。 

各々についての事業成立要件等をとりまとめる。 

 

（１）空き店舗対策 

①対貸し手 

 

今回のヒアリング調査を通じて把握できた共通事項としては、空き店舗対策を実施している

いずれの都市においても、新規立地需要はあるということである。都市によっては、かなりの

新規立地需要（空き店舗の発生待ち）が存在しているところも見られた。 

それに対して、貸す意思のある空き店舗所有者が少ないというのが、各事例共通の課題と言

える。 

多治見まちづくり株式会社では、商店街の店舗所有に、空き店舗を貸す意思があるか否かに

ついてアンケート調査を実施したが、貸す意思があるとされた所有者は、ゼロであった。その

ため、多治見まちづくり株式会社においては、クラフトショップという名称でまちづくり会社

が店舗所有者から借り受けた店舗（1号館、2号館）を、週単位あるいは月単位でレンタルする

ことで、新規立地希望者のプラットホームを形成し、新規立地希望者が店舗運営等のノウハウ

を取得する場を提供している。しかし、貸し手がいないため、クラフトショップの経験を活か

しての新規立地は 1店に留まっている。 

 

 

犬山まちづくり株式会社では、市の OB や商工会議所の OB が運営しており、地域の空き店舗

の所有者としても「信頼のおける人物」である。各まちづくり会社等においては、こうした「信

頼のおける人物」が、個々の所有者を地道に説得し、空き店舗の貸し手となってもらっている。

ある意味、こうした説得作業が最も重要な職務となっている。信頼のおけるまちづくり会社等

が所有者から店舗を借り受け、新規出店者に店舗を貸し出す「サブリース事業」の形態により、

少しずつ貸し手を増やしている。 

岩国市の不動産業者の会の取り組みも、店舗所有者と不動産業者というこれまでの関係性か

ら構築された信頼関係により、貸し手が生まれ、新規立地約 20 件という成果につながっている

と考えられる。 

このように信頼できる組織が借り手あるいは仲介に入るといった、各地における地道に努力

貸す意思のある空き店舗所有者が少ない。 

空き店舗所有者にとって「信頼のおける人物」が運営するまちづくり会社等による「サ

ブリース事業」により、貸し手を創出している。 
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によって、少しずつ、貸し手が増え、空き店舗が埋まるといった効果が発現されてきている。  

 

空き店舗対策を一層促進していくためには、まず空き店舗の貸し手を増やしていくことが肝

要であり、空き店舗であることが、所有者にマイナスのインセンティブを与えるような施策を

法制化することも有効と考えられる。具体的なアイディアとしては、「空き店舗のままであると

固定資産税や都市計画税が高くなる」、「空き店舗は、行政が強制的に活用できる※参考」などが

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

②対借り手 

 

借り手は、いずれも地区においても、かなりの潜在需要が見込まれている。特に、借り手の

募集等を実施している地区は無いが、まちづくり会社等のホームページを活用したり、市や商

工会議所経由で、新規立地への問い合わせがいくつも集まっている状況である。 

 

 

借り手への対策としては、様々な形での初期投資や経常的経費の軽減策が実施されている。

特に初期投資については、「改装や清掃について、ボランティアで協力する」（深谷市、多治見

市等）といった形で、商店街等の協力によって軽減している地区や、「改装費への補助」（周南

市）といった形で、上限はあるものの金銭的な支援を行い、初期投資を軽減している地区も見

られる。 

犬山市では、まちづくり会社が改装を行い、その改装費を店舗所有者に支払う家賃と店子か

ら徴収する家賃の差額で回収していく事業モデルとしている。このようにまちづくり会社が先

行投資できるのは、別途実施している駐車場の管理業務により、年間 1200 万円程度の収入があ

るためである。借り手の初期投資、特に改装費を軽減するためには、①改装費そのものを軽減

する。②改装費に補助金を出す。③まちづくり会社等が改装費を立て替える。といった取り組

みが有効である。 

また、初めての店舗運営のリスクを軽減するため、「賃料を取らず販売額の一定額を負担する」

ことや、「店舗を細分化して貸し出す」取組（多治見市）、「空き店舗の旧業種と出店希望者の業

種をマッチングすることにより改装費等を軽減する」取組（周南市）、「改装費を最低限の電気

英では 2004 年の住宅法で法制化して、所有者が住宅を空き家のままにし、自治体が空き家であるこ

とに正当な理由がないと判断した場合に、一定の手続きを経て、当該空き家を強制的に占有し、第三

者に賃貸できる制度を創設している。 

［参考］ 

借り手の潜在需要は大きい。 

借り手に対する有効な支援策は、初期投資・運営経費の削減によるリスクの軽減である。
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と上下水道のみとする」取組（深谷市）なども見られる。 

 

（２）駐車場の管理・運営 

駐車場の管理・運営を行っているのは、株式会社まちづくり古川、犬山まちづくり株式会社、

徳山商店連合協同組合の 3事例である。 

 

徳山商店連合協同組合は、無利子融資等の資金調達を行い、土地を買収し、立体駐車場を建

設している。長所としては、土地と駐車場という財産を組合が保有していることであり、課題

は、初期投資が過大であったため、20 年以上を経過した現在に至っても回収できていないこと

である。 

 

株式会社まちづくり古川は、既往の駐車場の共通駐車券を作成している。そのため、長所と

しては、駐車券の発券機のメーカーが同一であったため初期投資がほとんどかかっていないこ

とである。課題としては、年間の収益が数万円程度で再投資もできない点である。 

 

 

犬山まちづくり株式会社は、市所有地を無償で借り受け、駐車場の維持管理を行い、収益を

得ている。長所は、初期投資が無いこと。さらに収益も年間 1200 万円程度確保でき、空き店舗

の改装費等への再投資が可能となっていることである。課題は、強いてあげれば、市から無償

で借り続けられるかという継続性の問題である。 

 

徳山や古川の取組を見てみると、駐車場を作れば商店街が活性化するというのは幻想に過ぎ

ないことがわかる。犬山の駐車場の管理・運営が収益を生み出しているのは、観光客の利用に

依るところが大きい。駐車場の管理・運営は、中心市街地の商店街活性化を目的として実施す

るのではなく、観光客を対象とし、まちづくり会社の経営基盤の確立のために実施することは

有効と考えられる。 

 

  

過大な初期投資は資金回収が困難となる。 

共通駐車券の発行は、条件が整えば初期投資の軽減が可能である。 

観光客を対象とした駐車場運営は、まちづくり会社の経営基盤強化に有効である。 
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◆2章補講 

空き店舗活用においては、まちづくり会社等が中間借り受けを行い、建物の所有者と店子と

個々に契約を締結している。そのため、参考として、空き店舗活用の不動産の賃貸借に関連す

る法令との関係性を整理する。 

 

■空き店舗活用の不動産の賃貸借に関連する法令との関係 

・空き店舗を所有者等から賃借して、これを店舗等として活用する場合、不動産の賃貸借に関連

する法令の規定が適用される。 

・以下、まちづくり会社等が、空き店舗所有者等から空き店舗を賃借して、これを活用する（転

貸借を含む。）場合を中心に、関連する法令との関係について整理する。 

 

●ポイント 

○まちづくり会社等が行う業務範囲 

・まちづくり会社等が空き店舗を所有者等から借り上げて活用（転貸を含む。）する場合は、不

動産賃貸業であり宅地建物取引業法における宅地建物取引業に当たらないと考えられる。た

だし、空き店舗の紹介を行う場合は、宅地建物取引業に該当することも考えられるため、業

務の範囲に注意する必要がある。その場合、宅地建物取引業者の協力を得る事が有効である。

 

事例 

・犬山まちづくり会社は、空き店舗を借り上げて転貸しているが、媒介（仲介）は行ってい

ない。また、自社の賃貸借の契約に当たっては、宅地建物取引業主任の資格を有する社員

がこれを行っている。 

・多治見まちづくり会社は、空き店舗を借り上げてホール等のスペースの時間貸しを行って

いるが、媒介（仲介）は行っていない。また、空き店舗の紹介（情報提供）をしているが、

契約にあたっては宅地建物取引業者がこれを行っている。 

・岩国市の「中心市街地活性化を促進する不動産業者の会」は、中心市街地活性化と連携し、

宅地建物取引業者が任意団体を組織し、空き店舗の紹介、相談、媒介（仲介）を行ってい

る。 

○まちづくり会社等による空き店舗の借上げ 

・建物の賃貸借契約では、従来、正当事由がなければ賃貸借契約の更新を拒むことができず、

所有者等の不動産の処分や管理の支障となる場合があった。そのため、空き店舗等の賃貸せ

ずにいる所有者等も存在する。まちづくり会社等が空き店舗を所有者等から借り上げる場合

は、定期借家制度により、契約で定めた期間が満了することにより、更新されることなく、

確定的に賃貸借が終了することを示しておくことが有効である。ただし、賃貸借する建物が

歴史的な建造物等であり、将来にわたって保存・活用を考える場合には、賃料の設定を含め

て、賃貸借の再契約を可能にする運営が必要である。 

 

事例 

・犬山まちづくり会社は、歴史的な建物である空き店舗の借り上げに当たって 10 年の期限を
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設けている。また、借上げに当たって、市の補助を受けて外観等の改修を行っているが、

この助成制度は 10 年以内に助成対象行為に係る部分の変更、取壊し等を行わないよう保管

義務を定めている。 

・一般社団法人まち遺し深谷は、歴史的な建物を借り上げているが、その賃料が、当該不動

産について所有者等にかかる固定資産税等の額を上回るように設定し、所有者等の不動産

活用と建物保存意識を持つようにしている。 

 

○まちづくり会社等による転貸借等 

・建物を転貸借は、所有者の承諾を得て行う必要がある。信用のあるまちづくり会社等が、テ

ナントを選定し、転貸借を行うことにより、所有者等の空き店舗活用の促進につながる。転

貸借に当たっては、テナントが借りられる賃料を考慮して広さを適切に区切ることが考えら

れる。また、転貸借ではなく、時間を限ったスペース貸しによりチャレンジショップとして

活用することも考えられる。 

 

事例 

・犬山まちづくり会社は、借り上げた店舗を適切に区切り面積を抑えることで、テナントの

家賃を抑えて入居しやすくしている。また、市が行っているテナントに対する助成（改修

や家賃補助）を含めた入居者選定を行っている。 

・一般社団法人まち遺し深谷は、借り上げた店舗を適切に区切り面積を抑えるとともに、テ

ナントの賃料支払い能力を考慮して家賃を設定している。また、面積の大きな蔵は、時間

貸しのスペースにするなどの工夫を行っている。 

・多治見まちづくり会社は、１箇月や１週間の期間でチャレンジショップとしてスペースを

貸し、常設とする場合は、他の空き店舗を紹介している。 
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●宅地建物取引業法（昭和二十七年六月十日法律第百七十六号）との関係 

・宅地建物取引業法においては、第二条二号において、宅地建物取引業は「宅地若しくは建物（建

物の一部を含む。以下同じ。）の売買若しくは交換又は宅地若しくは建物の売買、交換若しくは

貸借の代理若しくは媒介をする行為で業として行なうものをいう。」と定義している。 

・すなわち、不動産賃貸業や不動産管理業を営む者については、宅地建物取引業者にあたらない

と解される。 

・「業として行なう」については、国土交通省の解釈が示されており「諸要因を勘案して総合的に

行われるもの」とされるが、その判断基準として、取引の対象者、目的、対象物権の取得経緯、

態様及び反復継続性が示されている。 

 

○宅地建物取引業法（抜粋） 

第二条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところによ

る。 

一 宅地 建物の敷地に供せられる土地をいい、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第八条

第一項第一号の用途地域内のその他の土地で、道路、公園、河川その他政令で定める公共の用

に供する施設の用に供せられているもの以外のものを含むものとする。 

二 宅地建物取引業 宅地若しくは建物（建物の一部を含む。以下同じ。）の売買若しくは交換又

は宅地若しくは建物の売買、交換若しくは貸借の代理若しくは媒介をする行為で業として行な

うものをいう。 

三 宅地建物取引業者 第三条第一項の免許を受けて宅地建物取引業を営む者をいう。 

 

○宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（国土交通省）（抜粋） 

第２条第２号関係 

１ 「宅地建物取引業」について 

(1)本号にいう「業として行なう」とは、宅地建物の取引を社会通念上事業の遂行とみることが

できる程度に行う状態を指すものであり、その判断は次の事項を参考に諸要因を勘案して総

合的に行われるものとする。 

(2)判断基準 

①取引の対象者 

広く一般の者を対象に取引を行おうとするものは事業性が高く、取引の当事者に特定の関

係が認められるものは事業性が低い。 

（注）特定の関係とは、親族間、隣接する土地所有者等の代替が容易でないものが該当する。

②取引の目的 

利益を目的とするものは事業性が高く、特定の資金需要の充足を目的とするものは事業性

が低い。 

（注）特定の資金需要の例としては、相続税の納税、住み替えに伴う既存住宅の処分等利益

を得るために行うものではないものがある。 

③取引対象物件の取得経緯 

転売するために取得した物件の取引は事業性が高く、相続又は自ら使用するために取得し

た物件の取引は事業性が低い。 

（注）自ら使用するために取得した物件とは、個人の居住用の住宅、事業者の事業所、工

場、社宅等の宅地建物が該当する。 

④取引の態様 

自ら購入者を募り一般消費者に直接販売しようとするものは事業性が高く、宅地建物取引

業者に代理又は媒介を依頼して販売しようとするものは事業性が低い。 

⑤取引の反復継続性 

反復継続的に取引を行おうとするものは事業性が高く、１回限りの取引として行おうとす

るものは事業性が低い。 

（注）反復継続性は、現在の状況のみならず、過去の行為並びに将来の行為の予定及びその

蓋然性も含めて判断するものとする。また、１回の販売行為として行われるものであって
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も、区画割りして行う宅地の販売等複数の者に対して行われるものは反復継続的な取引に

該当する。 

 

２ その他 

(1)組合方式による住宅の建築という名目で、組合員以外の者が、業として、住宅取得者となる

べき組合員を募集し、当該組合員による宅地の購入及び住宅の建築に関して指導、助言等を

行うことについては、組合員による宅地又は建物の取得が当該宅地又は建物の売買として行

われ、かつ、当該売買について当該組合員以外の者が関与する場合には、通常当該宅地又は

建物の売買又はその媒介に該当するものと認められ、宅地建物取引業法が適用されることと

なる。 

なお、組合員の募集が宅地又は建物が不特定のまま行われる場合にあっても、宅地又は建

物が特定された段階から宅地建物取引業法が適用されることとなる。 

(2)破産管財人は、破産財団の管理処分権を有し、裁判所の監督の下にその職務として財産の処

分及び配分を行うものであり、破産財団の換価のために自らの名において任意売却により宅

地又は建物の取引を反復継続的に行うことがあるが、当該行為は、破産法に基づく行為とし

て裁判所の監督の下に行われるものであることにかんがみ、法第２条２号にいう「業として

行なうもの」には該当せず、当該行為を行うに当たり法第３条第１項の免許を受けることを

要さないものとする。 

ただし、当該売却に際しては、必要に応じて、宅地建物取引業者に代理又は媒介を依頼す

ることにより、購入者の保護を図ることが望ましい。 

 

●賃貸借契約について 

・賃貸借契約とは、当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせることを約し，相手方

がこれに対してその賃料を支払うことを約することによって効力を生ずる契約のことをいう。

（民法第六百一条） 

・賃貸借契約は、賃料をもらって物を貸す、又は、賃料を払って物を借りるという契約である。

貸す側を「賃貸人」といい「貸主」という場合もある。借りる側を「賃借人」といい「借主」

とも場合もある。 

・なお、建物の賃貸借については、「借地借家法」（平成三年十月四日法律第九十号）によって、

土地や建物の賃貸借契約における借主（借地人、借家人、店子）の権利が保護されている。 

 

○民法（明治二十九年四月二十七日法律第八十九号）（抜粋） 

第七節 賃貸借 

第一款 総則 

（賃貸借） 

第六百一条 賃貸借は、当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせることを約し、相手

方がこれに対してその賃料を支払うことを約することによって、その効力を生ずる。 

 

（短期賃貸借） 

第六百二条 処分につき行為能力の制限を受けた者又は処分の権限を有しない者が賃貸借をする場

合には、次の各号に掲げる賃貸借は、それぞれ当該各号に定める期間を超えることができない。

一 樹木の栽植又は伐採を目的とする山林の賃貸借 十年 

二 前号に掲げる賃貸借以外の土地の賃貸借 五年 

三 建物の賃貸借 三年 

四 動産の賃貸借 六箇月 

 

（短期賃貸借の更新） 

第六百三条 前条に定める期間は、更新することができる。ただし、その期間満了前、土地につい

ては一年以内、建物については三箇月以内、動産については一箇月以内に、その更新をしなけれ

ばならない。 
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（賃貸借の存続期間） 

第六百四条 賃貸借の存続期間は、二十年を超えることができない。契約でこれより長い期間を定

めたときであっても、その期間は、二十年とする。 

２ 賃貸借の存続期間は、更新することができる。ただし、その期間は、更新の時から二十年を超

えることができない。 

 

●転貸について 

・賃貸借契約における賃借人が、賃貸借契約の目的物を第三者にさらに賃貸することを「転貸借」

という。いわゆる「又貸し」である。 

・転貸借をする場合において、もともとの賃貸借契約（原賃貸借）における賃貸人（原賃貸人）

がその転貸を承諾していることを「承諾転貸」という。 

・承諾転貸の場合、転貸借は有効に成立する。すなわち、転借人は、目的物を使用及び収益でき、

転貸人は、転借人に対して賃料を支払うことになる。当然、原賃貸借も有効であり、賃借人（転

貸人）は目的物を使用及び収益でき、賃借人（転貸人）は、賃貸人（原賃貸人）に対して賃料

を支払うことになる。 

 

 

○民法（明治二十九年四月二十七日法律第八十九号）（抜粋） 

（賃借権の譲渡及び転貸の制限） 

第六百十二条 賃借人は、賃貸人の承諾を得なければ、その賃借権を譲り渡し、又は賃借物を転貸

することができない。 

２ 賃借人が前項の規定に違反して第三者に賃借物の使用又は収益をさせたときは、賃貸人は、契

約の解除をすることができる。 

 

（転貸の効果） 

第六百十三条 賃借人が適法に賃借物を転貸したときは、転借人は、賃貸人に対して直接に義務を

負う。この場合においては、賃料の前払をもって賃貸人に対抗することができない。 

２ 前項の規定は、賃貸人が賃借人に対してその権利を行使することを妨げない。 

 

●借地借家法について 

・借地借家法（平成三年十月四日法律第九十号）では、賃貸借の期間の満了の一年前から六月前

までの間に相手方に対して更新をしない旨の通知又は条件を変更しなければ更新をしない旨の

通知をしなかったときは、従前の契約と同一の条件で契約を更新したものとみなされることに

なる。 

・また、賃貸人又は賃借人が賃貸借の解約の申入れをした場合は、建物の賃貸借は、解約の申入

れの日から六月を経過することによって終了する。 

・建物の賃貸人による建物の賃貸借契約を更新しない旨の通知又は建物の賃貸借の解約の申入れ

は、建物の賃貸人及び賃借人（転借人を含む。）が建物の使用を必要とする事情のほか、正当の

事由があると認められる場合でなければ、することができないとされている。 

賃貸人 

（原賃貸人） 

賃借人 

（転貸人） 

第三者 

（転借人） 
賃貸借契約 賃貸借契約 
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○借地借家法（平成三年十月四日法律第九十号）（抜粋） 

第三章 借家 

第一節 建物賃貸借契約の更新等 

 

（建物賃貸借契約の更新等） 

第二十六条 建物の賃貸借について期間の定めがある場合において、当事者が期間の満了の一年前

から六月前までの間に相手方に対して更新をしない旨の通知又は条件を変更しなければ更新をし

ない旨の通知をしなかったときは、従前の契約と同一の条件で契約を更新したものとみなす。た

だし、その期間は、定めがないものとする。 

２ 前項の通知をした場合であっても、建物の賃貸借の期間が満了した後建物の賃借人が使用を継

続する場合において、建物の賃貸人が遅滞なく異議を述べなかったときも、同項と同様とする。

３ 建物の転貸借がされている場合においては、建物の転借人がする建物の使用の継続を建物の賃

借人がする建物の使用の継続とみなして、建物の賃借人と賃貸人との間について前項の規定を適

用する。 

 

（解約による建物賃貸借の終了） 

第二十七条 建物の賃貸人が賃貸借の解約の申入れをした場合においては、建物の賃貸借は、解約

の申入れの日から六月を経過することによって終了する。 

２ 前条第二項及び第三項の規定は、建物の賃貸借が解約の申入れによって終了した場合に準用す

る。 

 

（建物賃貸借契約の更新拒絶等の要件） 

第二十八条 建物の賃貸人による第二十六条第一項の通知又は建物の賃貸借の解約の申入れは、建

物の賃貸人及び賃借人（転借人を含む。以下この条において同じ。）が建物の使用を必要とする事

情のほか、建物の賃貸借に関する従前の経過、建物の利用状況及び建物の現況並びに建物の賃貸

人が建物の明渡しの条件として又は建物の明渡しと引換えに建物の賃借人に対して財産上の給付

をする旨の申出をした場合におけるその申出を考慮して、正当の事由があると認められる場合で

なければ、することができない。 

 

（建物賃貸借の期間） 

第二十九条 期間を一年未満とする建物の賃貸借は、期間の定めがない建物の賃貸借とみなす。 

２ 民法第六百四条の規定は、建物の賃貸借については、適用しない。 

 

（強行規定） 

第三十条 この節の規定に反する特約で建物の賃借人に不利なものは、無効とする。 

 

●定期借家 

・借地借家法（平成三年十月四日法律第九十号）では、借家権には更新の拒絶や解約について制

限のある普通借家権とともに、更新のない「定期建物賃貸借」（いわゆる「定期借家」）が設定

できる。（借地借家法第三十八条） 

・従来型の賃貸借契約は、「正当事由」がある場合でなければ、賃貸人（貸主）から契約の更新拒

絶や解約の申し入れができないこととされてきた。これに対し、契約で定めた期間が満了する

ことにより、更新されることなく、確定的に賃貸借が終了する建物賃貸借のことを定期建物賃

貸借という。なお、契約終了後も賃借人（借主）が居住し続け、賃貸人がこれに異議を述べな

いような場合であっても、契約関係は確定的に終了することとなる。 

※国土交通省資料「定期借家制度の概要」

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/torikumi/teishaku/tei01.htm より。 
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○借地借家法（平成三年十月四日法律第九十号）（抜粋） 

第三節 定期建物賃貸借等 

 

（定期建物賃貸借） 

第三十八条 期間の定めがある建物の賃貸借をする場合においては、公正証書による等書面によっ

て契約をするときに限り、第三十条の規定にかかわらず、契約の更新がないこととする旨を定め

ることができる。この場合には、第二十九条第一項の規定を適用しない。 

２ 前項の規定による建物の賃貸借をしようとするときは、建物の賃貸人は、あらかじめ、建物の

賃借人に対し、同項の規定による建物の賃貸借は契約の更新がなく、期間の満了により当該建物

の賃貸借は終了することについて、その旨を記載した書面を交付して説明しなければならない。

３ 建物の賃貸人が前項の規定による説明をしなかったときは、契約の更新がないこととする旨の

定めは、無効とする。 

４ 第一項の規定による建物の賃貸借において、期間が一年以上である場合には、建物の賃貸人は、

期間の満了の一年前から六月前までの間（以下この項において「通知期間」という。）に建物の賃

借人に対し期間の満了により建物の賃貸借が終了する旨の通知をしなければ、その終了を建物の

賃借人に対抗することができない。ただし、建物の賃貸人が通知期間の経過後建物の賃借人に対

しその旨の通知をした場合においては、その通知の日から六月を経過した後は、この限りでない。

５ 第一項の規定による居住の用に供する建物の賃貸借（床面積（建物の一部分を賃貸借の目的と

する場合にあっては、当該一部分の床面積）が二百平方メートル未満の建物に係るものに限る。）

において、転勤、療養、親族の介護その他のやむを得ない事情により、建物の賃借人が建物を自

己の生活の本拠として使用することが困難となったときは、建物の賃借人は、建物の賃貸借の解

約の申入れをすることができる。この場合においては、建物の賃貸借は、解約の申入れの日から

一月を経過することによって終了する。 

６ 前二項の規定に反する特約で建物の賃借人に不利なものは、無効とする。 

７ 第三十二条の規定は、第一項の規定による建物の賃貸借において、借賃の改定に係る特約があ

る場合には、適用しない。 

 

（取壊し予定の建物の賃貸借） 

第三十九条 法令又は契約により一定の期間を経過した後に建物を取り壊すべきことが明らかな場

合において、建物の賃貸借をするときは、第三十条の規定にかかわらず、建物を取り壊すことと

なる時に賃貸借が終了する旨を定めることができる。 

２ 前項の特約は、同項の建物を取り壊すべき事由を記載した書面によってしなければならない。

 

（一時使用目的の建物の賃貸借） 

第四十条 この章の規定は、一時使用のために建物の賃貸借をしたことが明らかな場合には、適用

しない。 

 

●レンタルスペース 

・ギャラリーなどスペースを時間貸しする場合は、賃貸借契約又は使用貸借契約であり、施設等

の「使用契約」「利用契約」「一時使用契約」等になると考えられる。 

 

※住宅の場合（短期賃貸マンション＝ウィークリーマンション、マンスリーマンション）は、旅館業

によるものと、不動産業によるものがある。旅館業による場合、無審査一泊からの利用が可能であ

り、不動産業法による場合は賃貸業に沿って事前申込や入居審査等がある場合が多い。 

※いわゆる「ゼロゼロ物件」という敷金と礼金の支払いを必要としない不動産賃貸物件がある。借り

手側が家賃を滞納したまま逃亡した場合でも、敷金・礼金が存在しないため、それらと相殺するこ

とはできない。敷金０、礼金０であるとしながらも、さまざまな名目で金銭を徴収するケースがあ

りトラブルも多いとされる。「鍵の一時的使用」という契約内容を名目にしているものもあり、賃借

料滞納があるとすぐに強制的に鍵を交換し、出張交換料の名目で高額な違約金を取り立てるなどに

より訴訟事件となっているものもある。 
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